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◆ 会社名 東洋テック株式会社

◆ 本 社 大阪市浪速区桜川一丁目７番１８号

◆ 設 立 １９６６年1月５日

◆ 資本金 ４６億１８百万円

◆ 事業内容 機械警備、ホームセキュリティ、輸送警備、常駐警備、ATM管理業務、
ビル総合管理業務、保険代理店業務、工事・機器販売、不動産業務

◆ 株 式 東京証券取引所市場第二部上場 コード番号（９６８６）

◆ 売上高 ２４８億円（2020年3月連結実績）

◆ 従業員数 １，５９６名（連結）他、臨時従業員数１，１０２名

◆ 連結対象会社 ㈱東警サービス、東洋テック姫路㈱、テックビルサービス㈱、
㈱大阪フジサービス、共同総合サービス㈱、テック不動産㈱、
森田ビル管理㈱、㈱新栄ビルサービス

◆主要提携会社 ㈱関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ、関西電力㈱

会社概要



沿革

年月年月 概要概要

1966年1月 大阪市南区に機械警備、施設警備を主たる事業目的とする東洋警備保障(株)（現 東洋

テック(株) ）を設立

福徳相互銀行を設立母体とし、創業に賛同出資した企業の多くも金融系

1967年2月 機械警備業務を開始

1968年2月 輸送警備業務を開始

1980年5月 金融機関のキャッシュサービスコーナーの自動運行管理業務を開始

1982年9月 CD総合管理を行うATM管理業務を開始

1988年4月 東洋警備保障（株）から東洋テック（株）に社名を変更

1990年12月 大阪証券取引所市場二部に上場

2001年9月 関西電力（株）、日本パナユーズ（株）とホームセキュリティ共同会社

「(株)関電セキュリティ・オブ・ソサイエティ」（関電SOS）設立

2002年6月 関電SOSのホームセキュリティサービスを開始

2013年7月 東京証券取引所市場第二部に移行
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近年の犯罪情勢とその傾向について
刑法犯認知件数と検挙率 （出典：警察庁）

（％）

特殊詐欺の認知件数

（万件）

サイバー犯罪の検挙件数
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全体の犯罪件数は減少してい
る一方で、特殊詐欺やサイバ
ー犯罪等の件数は増加傾向と
なっている。
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2020年3月期決算概要

5



6

２０２０年３月期の概要
（単位:百万円）

（注）事業別利益の調整額は、各事業間の取引消去によるものです。

2019／3 2020／3 前年度比
実績 実績 （増減率）

23,233 100.0% 24,842 100.0% 1,609 6.9%

警備事業 17,302 74.5% 17,205 69.3% △ 97 -0.6%

ビル管理事業 5,656 24.3% 6,914 27.8% 1,258 22.2%

不動産事業 275 1.2% 723 2.9% 448 162.9%

1,029 100.0% 1,079 100.0% 49 4.8%

警備事業 720 70.0% 407 37.7% △ 312 -43.3%

ビル管理事業 174 16.9% 117 10.8% △ 57 -32.8%

不動産事業 96 9.3% 512 47.5% 415 432.3%

調整額 38 3.7% 42 3.9% 4 10.5%

1,204 － 1,253 － 48 4.0%

705 － 861 － 155 22.1%

66.83 － 82.57 － 15.74 23.6%１株当たり当期純利益(円・銭)

前年度比構成比構成比

売上高（セグメント別）

営業利益

経常利益

親会社株主に帰属する当期純利益
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（単位:百万円）
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売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

2019/3 2020/3 2019/3 2020/3 2019/3 2020/3 2019/3 2020/3

東 洋 テ ッ ク 16,952 16,859 636 371 972 685 614 392

東 警 サ ー ビ ス 1,518 1,511 97 67 114 79 74 51

東 洋 テ ッ ク 姫 路 1,032 1,135 107 131 108 131 67 81

テックビルサービ
ス 4,473 4,671 104 136 107 139 67 87

大阪フジサービス 1,220 1,183 71 53 75 59 57 39

共同総合サービス 994 1,043 35 38 36 40 23 26

森 田 ビ ル 管 理 ― 1,107 ― △72 ― △39 ― 82

テ ッ ク 不 動 産 47 405 △33 324 △33 324 △22 211

連 結 業 績 23,233 24,842 1,029 1,079 1,204 1,253 705 861

8

（ご参考）単体及び子会社各社の業績
（単位:百万円）



（ご参考）連結損益計算書の状況
（単位:百万円）
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前年度比

売上高 機械警備 7,242 7,229 △ 12 金融機関前年度値下げの影響

輸送警備 1,370 1,536 166 りそなＧｒ．メール便元受受託

施設警備 2,724 2,873 148 常駐警備/新規受注好調

ＡＴＭ管理 1,886 1,821 △ 64 ATM管理４Ｑに取扱量急減

工事・機器販売 1,743 1,494 △ 249 消費増税とコロナウイルスによる減少

その他警備 839 792 △ 47 停解、緊急通報減少等

ビル管理 7,150 8,415 1,265 子会社増加、ｽﾎﾟｯﾄ受注好調

不動産 274 677 403 大口仲介案件成約

売上原価 18,064 19,244 1,180 子会社増加、受注量増加

売上総利益 5,169 5,598 428

販売費および一般管理費 4,140 4,519 379 処遇改善、ＴＶＣＭ、移転費用等

営業利益 1,029 1,079 49

経常利益 1,204 1,253 48

税金等調整前当期純利益 1,162 1,324 161 特別利益増加

親会社に帰属する当期純利益 705 861 155

２０１９／３
２０２０／３

増減要因

（業務別）



（ご参考）営業費用・原価費用の状況
（単位:百万円）

２０１９／３ ２０２０／３
金額 金額 金額 増減率

人件費 10,279 11,252 973 9.5%
物件費 3,192 3,320 127 4.0%
減価償却費 794 775 △ 19 -2.4%
のれん償却額 118 87 △ 31 -26.4%
賃貸用不動産償却費 40 63 22 54.8%
不動産事業費用 68 56 △ 11 -17.5%
警備外注費 6,243 6,983 739 11.8%
機器保守外注費 65 74 8 12.9%
貸倒引当金繰入 △ 0 6 6 ー
営業費用合計 20,803 22,618 1,815 8.7%
工事発注費 218 231 12 5.8%
機器仕入代 1,182 913 △ 268 -22.7%
工事機器費用計 1,400 1,144 △ 256 -18.3%
販管・原価費用合計 22,204 23,763 1,559 7.0%

前年度比
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（ご参考）営業外損益・特別損益の状況
（単位:百万円）

営業外損益 2019/3 2020/3 前年度同期比

受取利息 0 0 △0

受取配当金 93 105 12

その他 125 124 △0

営業外収益計 219 230 10

支払利息 23 35 12

その他 21 20 △0

営業外費用計 44 56 12

特別損益

投資有価証券売却益 1 61 59

その他 1 193 192

特別利益計 2 255 252

固定資産除却損 44 142 97

固定資産売却損 - 0 0

投資有価証券評価損 - 41 41

特別損失計 44 184 139



（ご参考）連結貸借対照表の状況

（単位:百万円）

前年度比

流動資産 15,198 13,811 △ 1,387

資 現金及び預金 5,330 5,505 174 当期利益の増加

受託現預金 6,624 5,106 △ 1,517 前期末休日（日曜）要因

産 売掛債権 2,261 2,479 217 期末月の機器販売増

固定資産 15,669 16,069 400

の 建物及び構築物 1,791 1,776 △ 7

土地 5,113 5,823 710 東大阪センター用地取得、森田ビル管理分増加

部 投資有価証券 4,892 4,512 △ 380 保有株式値下がり、一部売却

資産合計 30,868 29,881 △ 986

流動負債 5,707 4,795 △ 911

短期借入金 500 580 80 運転資金（TEC-CD）増加

負 未払法人税等 144 404 260 東洋ﾃｯｸ・ﾃｯｸ不動産の納税額増加

預り金 2,139 599 △ 1,539 前期末休日（日曜）要因

債 未払費用 574 517 △ 57

固定負債 4,349 4,240 △ 109

⾧期借入金 3,040 2,984 △ 56 約定返済による減少

部 繰延税金負債 663 530 △ 133 投資有価証券の時価減少

負債合計 10,056 9,035 △ 1,020

自己株式 △ 765 △ 863 △ 97 持合い解消による自社株式取得

20,811 20,845 34

30,868 29,881 △ 986　負債純資産合計

２０１9／３
２０２０／３

増減要因

の

　純資産合計

12



２０２１年３月期（予想）

２０２０年３月期 2０２１年３月期

（実績） 予想 前期比

売 上 高 ２４，８４２百万円 ２６，０００百万円 １，１５８百万円

営業利益 １，０７９百万円 ６００百万円 ▲４７９百万円

経常利益 １，２５３百万円 ７２０百万円 ▲５３３百万円

配 当 年間３０円 年間３０円 ─

13



２０２１年３月期（売上・利益の増減要因）

1,029

警備事業
▲312

ビル管理
▲57

不動産
+415

1,079

警備事業
▲280

ビル管理
▲0 不動産

▲200

600

2019/3期 2020/3期 2021/3期

森田ﾋﾞﾙ管理子会社化に
伴う会計処理変更等 ▲61

テック不動産 ▲215
(大口案件剥落)

新栄ﾋﾞﾙｻｰﾋﾞｽ子会社化 ＋10
値下要請対応 ▲10

りそなGrメール便増 ＋50
機器販売減少(コロナ長期化) ▲110
別館閉鎖に伴うコスト増 ▲20
東大阪センター竣工一時費用 ▲60
人件費例年比増 ▲120

政策的処遇改善による人件費増 ▲260
機器販売減少(消費増税･コロナ) ▲50

ﾃｯｸ不動産ｽﾎﾟｯﾄ案件＋340
新規賃料収入増 ＋20

【営業利益増減要因(単位:百万円)】

23,233

24,842

【売上高増減要因(単位:百万円)】

2019／3 期実績 2020／3 期実績 前期比

売 上 高 23,233 百万円 24,842 百万円 ＋1,609 百万円

営業利益 1,029 百万円 1,079 百万円 ＋50 百万円

2020／3 期実績 2021／3 期見込 前期比

売 上 高 24,842 百万円 26,000 百万円 ＋1,158 百万円

営業利益 1,079 百万円 600 百万円 ▲479 百万円

26,000
警備事業

▲58

ビル管理
+1,265

不動産
+403

警備事業
+250

ビル管理
+1,000

不動産
▲100

輸送警備 ＋166
施設警備 ＋148
ATM管理 ▲64
工事機器販売 ▲249
その他 ▲59

森田ﾋﾞﾙ管理子会社化＋1,107
値上交渉等 ＋150

ﾃｯｸ不動産 ＋358
新規取得物件賃料 ＋60

輸送警備(りそなGrﾒｰﾙ便増) ＋500
常駐警備(新規受注増)  ＋400
ATM管理(ｷｬｯｼｭﾚｽ化進展等) ▲250
工事機器販売(ｺﾛﾅ影響等) ▲350

新栄ﾋﾞﾙｻｰﾋﾞｽ子会社化＋1,100
その他 ▲100

テック不動産 ▲100
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会社の株式に関する事項

　　　株式数

発行する株式数 20,800,000 株
発行済株式数 11,440,000 株
自己株式数 994,112 株
一単元の株式数 100 株

　　　株主数
株主数 1,337 名
単元株主数 1,216 名

　　　株主数増減（対前年度末比）
株主数 +136 名
単元株主数 +122 名

大株主上位１０社（自己株式994,112株除く）

順位 株主名

1 セコム株式会社 2,914,100 株 27.9 ％

2 関西電力株式会社 1,535,900 株 14.7 ％

3
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（りそな銀行再信託分・株式会社関西みら
い銀行退職給付信託口）

451,090 株 4.3 ％

4 株式会社りそな銀行 400,000 株 3.8 ％

5 ＡＩＧ損害保険株式会社 335,210 株 3.2 ％

6 東洋テック従業員持株会 293,961 株 2.8 ％

7 株式会社ユニテックス 257,500 株 2.5 ％

8 株式会社ディー・ケイ 250,000 株 2.4 ％

9 セントラル警備保障株式会社 241,700 株 2.3 ％

10 株式会社三井住友銀行 204,980 株 2.0 ％

6,884,441 株 65.9 ％

（注）持株比率は、自己株式（994,112株）を控除して計算しています。
 また、小数点２位を四捨五入して表示しています。

所有株式数 持株比率

合　　計

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(りそな銀
行再信託分・株式会社関西みらい銀行退職給付信
託口)
⇒ 株式会社関西みらい銀行が、保有当社株式を、

退職給付信託に信託

2020年3月末時点
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配当方針

安定配当に加え、
業績に連動した配当を
目指します。

配当金の推移

配当性向の推移

41.9％
47.2％

100.4％

56.0％ 46.3％

10.0円 10.0円

10.0円 10.0円 10.0円

15.0円

12.5円

13.5円

13.0円

15.0円20.0円 10.0円

30.0円
25.0円 26.0円

28.0円

15.0円

15.0円

30.0円

36.3％



経営指標の推移

項目 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3

総資産額 百万円 26,354 28,665 30,868 29,881

純資産額 百万円 19,544 20,549 20,811 20,845

自己資本比率 ％ 74.2 71.7 67.4 69.8

EPS(1株当たり利益） 44円67銭 56円11銭 66円83銭 82円57銭

PER(株価収益率） 倍 24.6 21.4 17.1 11.3

1株当たり配当金（年間表示） 25円00銭 26円00銭 28円00銭 30円00銭

PBR（株価純資産倍率） 倍 0.60 0.62 0.57 0.51

BPS(1株当たり純資産） 1,847円04銭 1,934円30銭 1,984円83銭 2,003円78銭

ROE(株主資本利益率） ％ 2.42 3.00 3.51 4.13

ROA（総資産純利益率） ％ 1.79 2.08 2.29 2.88

配当利回り ％ 2.27 2.16 2.44 3.19

配当性向 ％ 56.0 46.3 41.9 36.3
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今後の事業計画について
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今後の事業計画について

SDGsの取組み

19

１．国籍・年齢・性別にとらわれない働きがいのある仕事と安全安心な職場環境を構築します

２．全ての人々が安全安心に暮らせる時代・社会環境に即したサービスを提供します

３．環境に配慮した企業活動を継続するとともに、未来社会に適合するサービスの提供に努めます

５．地域に密着した企業活動で、地域活性化や社会貢献を実現します

・健康経営の実施

・多様な人材の積極的活用

・働き方改革の実施

・画像監視サービスの提供先拡大など、顧客満足度の高い高品質な
サービスを提供

・カラーコピー抑制など、紙削減推進

・タブレットやプロジェクターの活用

・社用車のエコ車両化推進

・社員へのコンプライアンスプログラム実施

・ガバナンス強化

・地公体・行政機関との連携

・文化・スポーツ振興による地域の活性化

４．健全で透明性の高い企業経営に努めます



今後の事業計画について

大阪・関西のこれから

20

2021年

ワールド
マスターズ
ゲームズ

2025年

大阪・関西
万博

2026年…

MICE IR

大阪７大再生プロジェクト

大阪駅周辺 2024年～2027年うめきた2期再開発
みどりとイノベーションの融合拠点へ

中之島 2023年中之島再開発
文化・芸術・学術・国際交流の中心的拠点へ

御堂筋エリア 24時間稼働する多機能エリアへ進化
難波エリア 観光客がより安心でき楽しめる街づくり
大阪城公園エリア 世界的な歴史観光拠点を目指す
天王寺・阿倍野エリア 緑あふれる文化観光拠点へ
臨海部エリア IRの誘致とともにクルーズ客船の母港化

2024年

リニア中央新幹線 大阪延伸

2031年

大阪メトロ御堂筋線・中央線リニューアル

2037年

新なにわ筋線開業



今後の事業計画について

金融機関

鉄道会社関西電力

鉄道会社との連携強化

在阪の鉄道会社との連携強化で
金融機関、関西電力に続く

第３の柱へ

■大阪メトロ主要駅
の巡回警備

■新幹線沿線警備

■新幹線警乗業務

■2019年G20大阪サミットの
関連警備
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今後の事業計画について

東大阪センター開設

売上高
4.3億円⇒10.9億円

敷地面積：761坪
車両収容台数：120台

投資額：17億円
統合効果：年間87百万円

警送拠点の集約化で
業務効率化とコスト削減

新たな地域金融機関の新規獲得へ

2020年10月

警送拠点を集約化
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通報

今後の事業計画について

画像監視サービスの拡大

監視センター

警備員が駆けつけ

非常通報 侵入警報

カメラ映像で画像巡回
機械警備システムとの連動

映像解析技術を活用した侵入検知
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（MEMO）
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記載内容に関するご注意

当資料は、あくまでも東洋テック株式会社をより良く理解していただくためのものです。
記載されている内容等は、当社が現時点で把握しているデータ等種々の前提に基づいて
作成したものであり、記載された将来の計画数値、施策等の実現を確約したり、保証し
たりするものではありませんので、予めご了承下さい。

ⒸTOYO-TEC 2020


